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回次
第59期

第１四半期連結
累計期間

第60期
第１四半期連結

累計期間
第59期

会計期間
自 2021年１月１日
至 2021年３月31日

自 2022年１月１日
至 2022年３月31日

自 2021年１月１日
至 2021年12月31日

売上高 （千円） 1,222,526 1,287,653 5,331,176

経常利益 (千円) 57,410 28,328 167,815

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
(千円) 40,964 22,744 2,138,087

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 17,634 106,762 1,986,275

純資産額 （千円） 1,326,466 3,286,212 3,258,875

総資産額 （千円） 6,882,145 7,969,127 8,079,852

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 2.52 1.43 132.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 2.05 1.18 105.14

自己資本比率 （％） 19.2 41.2 40.3

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 　　　 ２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】
１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し
た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　　（１）財政状態及び経営成績の状況
当第1四半期連結累計期間における日本経済は、総じて持ち直しの動きが続いたと見られるものの、新型コロ

ナウイルス感染症の再拡大に加えて、ロシアによるウクライナ侵攻及びロシアに対する各国政府の経済制裁によ
り昨年来上昇基調にあった原材料価格やエネルギー価格がますます高騰し、先行きへの警戒感が強まっておりま
す。

当社グループの業績に関係の深い建設・住宅業界におきましては、新設住宅着工戸数が前年を上回って推移す
るなど回復の動きが続きましたが、前連結会計年度から続いている原材料価格の上昇が一層進み、中国における
ゼロコロナ政策の影響によるサプライチェーンの混乱も相まって、業界を取り巻く環境は予断を許さない状態に
あります。

当社は前連結会計年度（2021年12月期）において中国事業からの撤退を完了するとともに、事業構造の転換及
び徹底した経費削減により４期ぶりに赤字から脱却し黒字化を達成いたしました。当期はこれまで取り組んでき
た成果を土台に、営業人員の増強や新規顧客の開拓、マーケティングチャネルの整備等営業体制の強化を進める
とともに、前連結会計年度より取り組んでおります生産体制の再編成等による生産合理化をさらに進め原価低減
に努めてまいります。また新型ガスツールや新型アンカーの拡販を新たな用途開発の提案とともに進めるなど、
課題解決型の高付加価値企業を目指してまいります。

当第１四半期連結累計期間の売上高は1,287百万円（前年同期比5.3％増）、営業利益は12百万円（前年同期は
0.1百万円の利益）、経常利益は外国為替相場の変動により28百万円（前年同期比50.7％減）、親会社株主に帰
属する四半期純利益は22百万円（前年同期比44.5％減）となりました。

また、東京証券取引所の新市場移行に伴い、当社は2022年４月４日にスタンダード市場に上場いたしました。
スタンダード市場の上場維持基準のうち流通株式時価総額について基準を充たしておりませんが、2021年９月10
日に「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」を提出し当面問題なく上場を維持できます。早期に基
準を達成できるよう業績向上に取り組んでまいります。

なお、セグメント区分につきましては、前連結会計年度に連結子会社であった蘇州強力五金有限公司の持分全
てを譲渡したことにより、「自動車・家電等部品関連事業」の区分がなくなったこと及び「その他事業」の重要
性が乏しいことなどを総合的に勘案し、当第1四半期連結累計期間から「建築用ファスナー及びツール関連事
業」の単一セグメントとすることといたしました。

　当第１四半期連結会計期間末における財政状態の概要は以下のとおりであります。

　資産合計は前連結会計年度末に比べ110百万円減少の7,969百万円となりました。これは受取手形、売掛金及び
契約資産の減少144百万円及び電子記録債権の減少118百万円並びに商品及び製品の増加105百万円が主な要因で
あります。
　負債合計は前連結会計年度末に比べ138百万円減少の4,682百万円となりました。これは未払金等の流動負債の
その他の減少178百万円が主な要因であります。
　純資産合計は前連結会計年度末に比べ27百万円増加の3,286百万円となりました。これは親会社株主に帰属す
る四半期純利益の計上及び配当の支払による利益剰余金の減少56百万円、為替換算調整勘定の増加83百万円が主
な要因であります。

（２）経営方針・経営戦略等
　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は
ありません。

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題
　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重
要な変更はありません。

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定
　当第１四半期連結累計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、
経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載につい
て重要な変更はありません。

（５）研究開発活動
　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、５百万円であります。
　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】
　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,800,000

計 39,800,000

第３【提出会社の状況】
１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
　（2022年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年５月13日）

上場金融商品取引所名又は登録認
可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 18,688,540 18,688,540

東京証券取引所

市場第二部（第１四半期会計期間

末現在）

スタンダード市場（提出日現在）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。

計 18,688,540 18,688,540 － －

②【発行済株式】

（注）「提出日現在発行数」欄には、2022年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年１月１日～

2022年３月31日
－ 18,688,540 － 100,000 － －

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2021年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,805,100 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,869,100 158,691 同上

単元未満株式 普通株式 14,340 －
一単元(100株)未満の

株式

発行済株式総数 18,688,540 － －

総株主の議決権 － 158,691 －

①【発行済株式】

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）含

まれております。

２．「単元未満株式」には当社保有の自己株式が19株含まれております。

2022年３月31日現在

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

日本パワーファス

ニング株式会社

大阪府箕面市船場

西１丁目８番３号
2,805,100 － 2,805,100 15.01

計 － 2,805,100 － 2,805,100 15.01

②【自己株式等】

 （注）なお、当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は2,805,180株であります。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年１月１日から2022

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、SCS国際有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,224,956 2,246,947

受取手形、売掛金及び契約資産 － 1,079,763

受取手形及び売掛金 1,223,835 －

電子記録債権 807,368 688,740

商品及び製品 967,816 1,073,600

仕掛品 256,832 241,689

原材料及び貯蔵品 321,244 373,858

その他 36,288 37,241

貸倒引当金 △225 △195

流動資産合計 5,838,116 5,741,647

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 612,341 602,646

機械装置及び運搬具（純額） 282,623 270,578

土地 983,759 981,974

その他（純額） 42,899 49,698

有形固定資産合計 1,921,623 1,904,898

無形固定資産

リース資産 93,254 93,254

その他 31,406 33,785

無形固定資産合計 124,660 127,039

投資その他の資産

投資有価証券 94,205 95,257

その他 110,162 109,199

貸倒引当金 △8,914 △8,914

投資その他の資産合計 195,452 195,542

固定資産合計 2,241,735 2,227,480

資産合計 8,079,852 7,969,127

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 591,966 651,161

電子記録債務 555,217 596,090

短期借入金 1,244,744 1,292,431

１年内返済予定の長期借入金 329,243 273,305

未払法人税等 14,800 3,798

賞与引当金 737 24,714

その他 694,466 515,496

流動負債合計 3,431,175 3,356,997

固定負債

新株予約権付社債 549,976 549,976

長期借入金 717,382 662,392

その他 122,443 113,549

固定負債合計 1,389,801 1,325,917

負債合計 4,820,977 4,682,915

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 3,028,896 3,028,896

利益剰余金 451,131 394,458

自己株式 △448,504 △448,511

株主資本合計 3,131,524 3,074,843

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △13,040 △12,138

土地再評価差額金 △126,782 △126,782

為替換算調整勘定 264,424 347,539

その他の包括利益累計額合計 124,601 208,619

新株予約権 2,749 2,749

純資産合計 3,258,875 3,286,212

負債純資産合計 8,079,852 7,969,127
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日

　至　2022年３月31日)

売上高 1,222,526 1,287,653

売上原価 922,850 940,313

売上総利益 299,676 347,340

販売費及び一般管理費 299,531 334,720

営業利益 145 12,620

営業外収益

受取利息 21 916

為替差益 62,520 17,612

その他 9,095 4,391

営業外収益合計 71,637 22,919

営業外費用

支払利息 5,598 4,433

社債利息 1,356 1,356

その他 7,416 1,421

営業外費用合計 14,371 7,211

経常利益 57,410 28,328

特別利益

受取保険金 12,636 －

特別利益合計 12,636 －

特別損失

減損損失 － 1,785

事業再編損 7,160 －

特別退職金 6,112 －

災害による損失 4,881 －

その他 3,907 －

特別損失合計 22,060 1,785

税金等調整前四半期純利益 47,986 26,543

法人税等 7,022 3,798

四半期純利益 40,964 22,744

親会社株主に帰属する四半期純利益 40,964 22,744

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日

　至　2022年３月31日)

四半期純利益 40,964 22,744

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 11,661 902

為替換算調整勘定 △34,991 83,115

その他の包括利益合計 △23,330 84,017

四半期包括利益 17,634 106,762

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 17,634 106,762

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、一部の会計処理につい

て下記のとおり変更しております。

　　・変動対価及び顧客に支払われる対価が含まれる取引に係る収益認識

従来は、営業外費用に計上していた売上割引については、売上高から減額する方法に変更しております。

　　・有償支給取引

買い戻し義務を負っている有償支給取引については、支給品の譲渡時に消滅を認識せずに棚卸資産として引き続

き認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額について「有償支給取引に係る負債」を

認識する方法に変更しております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）第98項に定める

代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転され

る時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期連結会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高への影

響はありません。

　また、収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新

たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　

2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生

じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等

を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会

計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる四半期連結財務諸表への影響はありませ

ん。

前第１四半期連結累計期間
（自  2021年１月１日

至  2021年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2022年１月１日

至  2022年３月31日）

減価償却費 36,447千円 26,992千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。
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（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年３月30日
定時株主総会

普通株式 79,417 利益剰余金 5 2021年12月31日 2022年３月31日

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年３月31日）

　１．配当金支払額

該当事項はありません。

　２．株主資本の金額の著しい変動

　2021年３月30日開催の取締役会において、その他資本剰余金の処分について決議し、同日付でその他資本剰

余金163,314千円を取り崩し、同額を繰越利益剰余金に振り替え、欠損全額を填補しております。

　なお、株主資本の合計金額には、著しい変動はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

　１．配当金支払額

　２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年３月31日）
「Ⅱ  当第１四半期連結累計期間（報告セグメントの変更等に関する事項）」に記載のとおりであります。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）
当社グループは、建築用ファスナー及びツール関連事業とその他事業を行っておりますが、報告セグメントは単一
セグメントであり、その他事業の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(報告セグメントの変更等に関する事項)
当社グループは従来、報告セグメントの「建築用ファスナー及びツール関連事業」及び「自動車・家電等部品関連

事業」、報告セグメントに含まない「その他」の３つにセグメントを区分しておりましたが、当第１四半期連結累計
期間より「建築用ファスナー及びツール関連事業」の単一セグメントに変更しております。これは、前連結会計年度
に「自動車・家電等部品関連事業」に区分されている連結子会社でありました蘇州強力五金有限公司の持分全てを譲
渡したことにより、「自動車・家電等部品関連事業」の区分がなくなったこと及び、その他事業の重要性が乏しいこ
とから、報告セグメントを「建築用ファスナー及びツール関連事業」の単一セグメントとして管理することが適切と
判断したためであります。

この変更により、当社グループの報告セグメントは単一セグメントとなることから、前第１四半期連結累計期間及
び当第１四半期連結累計期間におけるセグメント情報の記載を省略しております。

（収益認識関係）

　当社グループの主たる事業は、建築用ファスナー及びツール関連事業であり、収益及びキャッシュ・フローの性質、

計上時期等に関する重要な相違はないため、顧客との契約から生じる収益を分解した情報の記載は省略しております。
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前第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日

至　2021年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 ２円52銭 １円43銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
40,964 22,744

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
40,964 22,744

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,225 15,883

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ２円05銭 １円18銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
941 889

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（千円））
（941） （889）

普通株式増加数（千株） 4,198 4,198

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

－ －

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年５月13日

日本パワーファスニング株式会社

取締役会　御中

SCS国際有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 牧　　辰人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 安藤　裕司

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パワーファ

スニング株式会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年１月１日

から2022年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本パワーファスニング株式会社及び連結子会社の2022年３月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　  ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長　安田正利は、当社の第60期第１四半期（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


